












クト・メンバーとして、2010 年 4 月に開始され、2012 年 3 月に終了した。2010 年度の活動につ
いては昨年度の研究経過と成果報告（3.0.2 節の文献 [2]）で述べたので、本報告は 2011 年度の
研究経過と成果報告だけを述べる。
















年 4 月からの第 2 次総合研究支援制度「特定課題研究」『実験経済学と実験哲学の総合』に引き
継がれているが、現時点までに得た知見を簡単に述べる。




2012 年度には参加者のべ 964 人を集めて合計 37 回の実験を経済実験室で実施した（表 1・表
2を参照、ただし実験者の所属は実験当時のものである）。これは、オープン・リサーチー・セ
ンター事業終了後の 2009 年度と 2010 年度の実績（合計 50 回 1224 人、すなわち年平均 25 回
612 人）の 5割増で、オープン・リサーチー・センター事業中の実績（経済実験室の完成（2002
年 3 月）からオープン・リサーチー・センター事業が終了する（2009 年 3 月）までの 7年間の









実験日 実験者 参加人数 研究費
2011 年 4 月 13日 濱口泰代（名古屋市立大学） 28 野村財団研究助成
2011 年 4 月 16日 濱口泰代（名古屋市立大学） 28 野村財団研究助成
2011 年 4 月 20日 周艶 28 本プロジェクト
2011 年 4 月 23日 周艶 25 本プロジェクト
2011 年 6 月 1 日 小川一仁（関西大学） 27 科学研究費補助金　若手研究（B）
2011 年 6 月 4 日 小川一仁（関西大学） 27 科学研究費補助金　若手研究（B）
2011 年 10月 26日 飯田善郎 27 科学研究費補助金　基盤研究（C）
2011 年 10月 29日 飯田善郎 18 科学研究費補助金　基盤研究（C）
2011 年 11月 2 日 濱口泰代（名古屋市立大学） 28 科学研究費補助金　若手研究（B）
2011 年 11月 5 日 濱口泰代（名古屋市立大学） 28 科学研究費補助金　若手研究（B）
2011 年 11月 9 日 徳丸夏歌（学振 PD） 28 学振特別研究員奨励費
2011 年 11月 12日 徳丸夏歌（学振 PD） 24 学振特別研究員奨励費
2011 年 11月 16日 小川一仁（関西大学） 28 大阪産業大学学内研究費
2011 年 11月 19日 小川一仁（関西大学） 28 大阪産業大学学内研究費
2011 年 11月 23日 秋永利明（浜松大学） 28 浜松大学特別教育研究補助費
2011 年 11月 26日 秋永利明（浜松大学） 28 浜松大学特別教育研究補助費
2011 年 11月 30日 西野成昭（東京大学） 28 民間企業と共同研究費
2011 年 12月 3 日 西野成昭（東京大学） 27 民間企業と共同研究費
2011 年 12月 7 日 小川一仁（関西大学） 27 科学研究費補助金（新領域創成）
2011 年 12月 10日 小川一仁（関西大学） 27 科学研究費補助金（新領域創成）
2011 年 12月 14日 西野成昭（東京大学） 28 民間企業と共同研究費
2011 年 12月 17日 西野成昭（東京大学） 28 民間企業と共同研究費
2011 年 12月 21日 北村紘（札幌学院大学） 24 札幌学院大学研究促進奨励金
2011 年 12月 24日 北村紘（札幌学院大学） 28 札幌学院大学研究促進奨励金
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表 2:経済実験室の利用状況（2012 年）
実験日 実験者 参加人数 研究費
2012 年 1 月 11 日 Sebastian Schaefer 24 フランクフルト大学
2012 年 1 月 14 日 Sebastian Schaefer 24 フランクフルト大学
2012 年 1 月 18 日 Sebastian Schaefer 24 フランクフルト大学
2012 年 1 月 21 日 飯田善郎 21 科学研究費補助金　基盤研究（C）
2012 年 2 月 15 日 小川一仁（関西大学） 23 大阪産業大学学内研究費
2012 年 2 月 18 日 小川一仁（関西大学） 25 大阪産業大学学内研究費
2012 年 2 月 22 日 西野成昭（東京大学） 27 科学研究費補助金　基盤研究（A）
2012 年 2 月 25 日 西野成昭（東京大学） 25 科学研究費補助金　基盤研究（A）
2012 年 2 月 29 日 北村紘（札幌学院大学） 24 札幌学院大学研究促進奨励金
2012 年 3 月 3 日 北村紘（札幌学院大学） 24 札幌学院大学研究促進奨励金
2012 年 3 月 10 日 西野成昭（東京大学） 26 三井物産環境基金　研究助成
2012 年 3 月 14 日 徳丸夏歌（学振 PD） 26 学振特別研究員奨励費
2012 年 3 月 17 日 徳丸夏歌（学振 PD） 26 学振特別研究員奨励費
合計 37 回 964 人
2.2 研究会の主催
本プロジェクトの目標のひとつである「教育研究の国際化」のために、The first Penang-Kyoto 
Workshop: Ethics and Experimental Studies を、2011 年 10 月 1 日に京都産業大学で実施した。マ
レーシア科学大学（Universiti Sains Malaysia: USM）の経営学部長と経営大学院長を迎えて、ア
ジア地域での実験経済学の研究教育について話しあった。この会議のプログラムは、以下の通
りであった。
9.00　Opening Remark, Sobei H. Oda.
9.30- 10.30　Corporate Governance and Auditing Research in Malaysia with a Focus on Experi-
mental Design: Sharing of Personal Experiences, Professor Datin Hasnah Hj Haron, Dean,　
Graduate School of Business (GSB), Universiti Sains Malaysia (USM).
10.45 -11.45　Introduction to Penang (Malaysia), USM and GSB, Professor Dato’ Ishak Ismail, 
Dean, School of Management, USM; Professor Datin Hasnah Hj Haron, Dean, Graduate 
School of Business, USM.
12.00 -13.00　Organizing for Leadership ― Do Good Values and Ethics Counts, Professor Dato’
Ishak Ismail, Dean, School of Management, USM.
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14.00 -15.00　The “Otemori” Shift Phenomenon: Are Groups More Selfish Than Individuals? 
Professor Katsuhiko Nagase, Department of Business Administration, Tokyo Metropolitan 
University.
15.30 -16.00　On the Knobe Effect in Experimental Economics, Yan Zhou (Kyoto Sangyo Uni- 
versity)
16.00 -16.30　Economics Education with Experiments, Professor Toshiaki Akinaga, Faculty of 
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3.0.2 無査読論文その他
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3.0.3 査読国際会議発表
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3.0.4 無査読学会発表その他
1.  濱口泰代．『非競争的行動に対するリーニエンシー制度の効果：実験経済学による研究』、
「日本応用経済学会春季大会」（中京大学）、2011 年 6 月 26 日．
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研究会第 20 回セミナー」、東京大学工学部９号館、2011 年７月 25 日．
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以上の認識にもとづいて本プロジェクト開始直前の 2010 年 3 月に、京都産業大学で世界最初










Knobe 効果の否定　多くの人々は、ある人 Aが他者 B の所得を増加（減少）させるのを承知で







以上を2011 年7 月の国際経済学会連合と世界で2 回目の実験哲学と実験経済学の会議で発表





Cappelen et al. (2007) は、自分自身と他者との再分配において人々は、(a) 自分自身の取分を
最大化する、(b) 分配を平等にする、(c) 既存の分配を保つ、のいずれか 1 つに従うと述べてい
る。すなわち、各人は各人が公平と思うどれか 1 つの基準に従うと報告している。この研究に
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